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構造改革特別区域計画 

 

 
 

 
名古屋港管理組合 
 

 
 
 
名古屋港産業ハブ特区 
 
 
 
 
名古屋港臨港地区 
 
 

 
 
名古屋港産業ハブ特区の区域となる名古屋港臨港地区は、名古屋市、東海市、知多市、

弥富町、飛島村の３市１町１村の広範囲に及び、港湾の秩序ある開発や港湾機能を十分に

発揮させ、港湾における諸活動を円滑に行わせるための陸域である。 
名古屋港は、200万都市である名古屋市を直背後に有するとともに、中部 9県（愛知、
岐阜、三重、静岡、長野、滋賀、富山、石川、福井各県）に及ぶ広範な経済圏を持った、

日本の中央に位置する海のゲートウェイである。 
これまで、名古屋市南部から東海市、知多市に至る名古屋港南部臨海地区では、鉄など

の基礎素材型産業や石油精製などのエネルギー産業が立地展開し、モノづくりに代表され

る背後の製造業と密接に関連しながら、中部圏の産業の発展を支えてきた。 
弥富町、飛島村の地先となる西部臨海地区では、中部地域の企業のグローバルな展開に

応えて港湾物流機能の整備を進め、現在では、道路ネットワークの充実と併せて、中部地

域の物流の要としてコンテナターミナルを中心とした一大物流拠点となっている。 
このような機能集積に加えて、名古屋港内を将来の第二東名・名神高速道路となる伊勢

湾岸自動車道が横断していることや、2005 年開港予定の中部国際空港が近接していること

から、名古屋港を含むこのエリア一体は、陸海空の結節点として国際的な人・モノの交流

拠点となることが期待されている。 

また、港内には利用可能な用地が存在していることや、港湾直背後には転用可能な農地

があること、近くに木曽岬干拓地という広大な開発可能用地が存在していること等から、

１ 構造改革特別区域計画の作成主体の名称 

２ 構造改革特別区域の名称 

３ 構造改革特別区域の範囲 

４ 構造改革特別区域の特性 
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今後の名古屋港エリアの空間活用ポテンシャルは高く、幅広い展開の可能性を有している。 

 

名古屋港背後圏である中部圏は、愛知県の製造品出荷額 25 年連続全国一位に象徴される

ように、自動車産業に代表される製造業の世界的な集積地（産業ハブ地域と呼ぶ）である。

また、約 1000 万人の人口を有する日本においても有数の経済圏でもある。 

名古屋港は、こうした背後圏の産業や巨大な消費圏を有する経済社会と一体的に機能し、

輸出入を担う外国貿易において重要な役割を果たしている。2002 年の統計によると、外貿

貨物量は五大港中 21 年連続 1 位、輸出入の貿易額 2 年連続全国の港湾中第 1 位、貿易黒

字額も５年連続１位であり、中部地域のみならず日本の経済発展に大きく貢献している国

際貿易港（産業ハブ港と呼ぶ）である。 

 

名古屋港は「産業ハブ港」として次の３つのねらいを基にして、「産業ハブ地域」である

中部地域への貢献を目指している。 

 

 
 
 
 
 
このため名古屋港管理組合は、名古屋港臨港地区の管理・運営を通じ、名古屋港の持つ

様々なポテンシャルの最大限の活用を図りながら、中部地域企業のグローバルな活動のバ

ックアップと、ものづくり産業の新事業展開の支援を行っていくものである。 
 
 
 
 
 
名古屋港産業ハブ特区計画の意義は、民間事業者と行政が名古屋港の機能・空間を活用

して、物流と産業が一体となって新展開する地域開発モデルを構築し、地域産業の競争力

強化、地域経済活性化はもとより我が国産業・経済の活性化を図ることである。 
 
近年、名古屋港を取り巻く状況は、大きく変化している。 
アジア・中国等の台頭によって世界的な産業構造の再編が進む中で、中部地域の企業は

グローバルな事業展開や新たな事業への取組みを加速させている。 
企業は、アジア諸国を中心とした国際水平分業体制の拡大に対応するため、サプライ・

チェーン・マネジメントを構築し、効率的な物流の実現を目指している。 
こうした中で、名古屋港は、企業のサプライ・チェーン・マネジメントの構成要員とし

て、港湾コストの削減と港湾サービス向上など、物流の高度化・効率化が要求されている。 
また、名古屋港は、資源循環型社会形成に向けて、環境産業などの新たな事業展開の場

「産業ハブ港」としての名古屋港のねらい 

① メインポートの地位の確立 ～基幹航路の維持・拡充～ 

② 国際産業拠点港の形成 ～グローバル生産ネットワークの構成要員～ 

③多様な産業展開への貢献 ～地域経済の新たな発展基盤の確立～ 

５ 構造改革特別区域計画の意義 
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としての要請も高い。 
このような状況下、中部地域発展の鍵は、中部地域の産業競争力強化に向けた名古屋港

と地域産業の新たな発展関係の構築にある。 
そこで、企業のグローバル戦略に対応して、陸海空の結節点であるという地域特性を活

かした港湾物流の新しい仕組みづくりや、こうした物流機能を活用して自動車産業を始め

とした既存製造業の高度化を図る取組みとともに、ものづくりを支援する今後の新たな産

業展開を視野においた地域開発モデルを、官民で協力して構築するものである。 
 

 
 
 
 
名古屋港産業ハブ特区計画の目標は、中部地域の産業活性化のために、産業ハブ港とし

て名古屋港の機能と空間を活用した港湾物流と臨海部産業の構造改革を進め、その実現に

よるものづくり産業への貢献を具体的効果で示すことにより、全国に波及させ、我が国経

済の活性化につなげることである。 
 

本特区計画の目標実現に向けて、名古屋港全域の物流機能の高度化を図るとともに、ロ

ジスティクスハブの形成と基盤産業ハブの形成という2つの機能別展開によりその実現を

図る。 

 
■ものづくり産業を支える名古屋港全域の物流機能の高度化 

名古屋港では、ものづくり産業の競争力強化のために物流機能の高度化に向けて取り

組んでいる。 

 
【背景】 
この地域のものづくりに関する主なモノの動きとしては、海上輸送で輸入された原材

料を名古屋港東・南部地区に立地する基礎素材型産業やエネルギー産業において１次

加工し、これらを陸上輸送して内陸部のものづくり産業で製品化し、再び、この製品

を名古屋港西部地区まで陸上輸送した後、海上輸送により海外へ輸出するといった形

態である。 

このように、名古屋港の背後圏に集積している自動車産業などのものづくり産業は、

原材料の輸入から製品の輸出まで、名古屋港を利用して世界各地と活発な貿易を行っ

ている。こうした企業が、最適調達、最適生産、最適販売を実現するため、サプライ・

チェーン・マネジメントの構成要員として、名古屋港の物流機能を効率的に利用する

ことが、地域産業の国際競争力の維持・向上につながる。 

このため、名古屋港においては、港湾荷役の 24 時間化やコンテナターミナル荷役の

効率化を始めとして、海上輸送と陸上輸送の結節点としての物流機能の高度化を全域

で進めている。 

６ 構造改革特別区域計画の目標 
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【対応】 
港湾の 24 時間フルオープン化は、世界の港湾におけるグローバルスタンダードとな

っている。名古屋港においても、調達、生産、販売に関連する企業が、数多く立地し

ていることから、利用者のグローバル戦略に対応して、企業のシームレスでフレキシ

ブルな物流を実現するために、24 時間化を推進する必要がある。そこで、「通関業務時

間外手数料の軽減」や「通関業務 24 時間化」の特定事業と、全国的に実施する「検疫

の 24 時間化」を併せて導入して、利用者に使いやすい、フレキシブルな港湾物流を実

現する。 

こうした 24 時間化を支えるための情報システムの構築も必要である。名古屋港は既

にコンテナターミナル統一情報システム（ＮＵＴＳ）を独自に稼動させ、他港にはな

い特色として全ターミナル情報の一元化を行っている。現在、港湾情報プラットフォ

ーム構築に向けた官民による検討会を行っているが、今後、「輸出入・港湾関連手続の

合理化（ワンストップサービス・シングルウィンドウ化）」の全国的な実施に合わせて、

さらに実現への取組みを強化していく。 

 

また、名古屋港と背後圏産業との間には非常に多くの物流関連車両が往復しており、

企業の輸送活動において、港湾と結ぶ陸上輸送の効率化は重要な課題となっている。

名古屋港の特徴である完成自動車の輸送や、工作機械の輸送、高さ 9.6 フィートのコ

ンテナ輸送など、特殊車両として通行の許可申請が必要なケースが多い。こうした陸

上輸送の効率化を進める上で、全国で実施する「特殊車両許可手続の簡素化」の導入、

及び今後、2次提案で認められる予定の「車両の高さ制限の緩和」によって、輸送効率

向上によるコスト削減、環境対策を進め地域産業へ貢献していく。 

 

一方、コンテナ船を始めとして船舶の大型化が進んでいる。名古屋港の東・南部地区

には鉄鉱石や石炭などを扱う工場が集積し、日常的に大型の輸送船が入港している。

コンテナ船も、船社の経営戦略から大型船の就航が続いており、今後も、継続する見

通しである。このような、海上輸送に関する効率化への取組みとして、伊勢湾から名

古屋港に至る「水先料金の見直し」の規制緩和の実施により、港湾コストの削減に資

するものである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

名 古 屋 港  

東・南部地区中心 
（基礎素材型産業、 
エネルギー産業）

西部地区中心 
（物流産業） 製品配送 

原材料輸入 

製品輸出 

海上輸送の効率化  
・水先料金の見直し 

港湾の２４時間化  
・通関・検疫の２４時間化 
・輸出入・港湾関連手続の簡素化 

陸上輸送の効率化  
・特殊車両手続の簡素化 
・車両の高さ制限の緩和及び特殊

車両許可手続の緩和 

も

の

づ

く

り

産

業

資材配送 

ものづくり産業を支える物流機能の高度化 

【海上輸送】 【陸上輸送】
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このような名古屋港全域の物流高度化を進めながら、ものづくり産業への貢献として

次の 2つの機能別展開を実現する。 

 
★機能展開１：ロジスティクスハブの形成 
国際水平分業体制の拡大にあって、この地域のグローバルな企業戦略を背景に、輸出

入される製品・部品の速やかな配送（港湾物流の効率化・高度化）と、輸入部品・半製

品の集約、加工、配送、再輸出、製造等を、迅速かつ効率的・一体的に臨海部で行うこ

とができる、ものづくりを物流の高度化で支える拠点形成（臨海部グローバル生産拠点

の形成）を、海上物流の主流であるコンテナを対象として、名古屋港西部地区を中心に

展開する。 

 

【背景】 

名古屋港のコンテナ物流に関して次のような特性がある。 

・ 全てのコンテナターミナルが、統一コンピューターシステムで管理されているこ

と 
・ 港湾運送事業者の協調体制が確立されていること 

こうした特性を背景に、コンテナターミナル荷役の 24 時間化やターミナルゲートのフ

ルオープン化に向けた取組み（来年度初頭に実証実験予定）を官民共同で進めている。

さらに、国際水平分業体制拡大の中で、企業の競争力強化に向けたサプライ・チェーン・

マネジメント（ＳＣＭ）構築において、名古屋港が物流の結節点として利用されるため

に、より一層の物流効率化を図ることが必要である。 

 
【対応】 
ステップ１：コンテナターミナルと一体化した流通加工基地の形成 

西部地区のコンテナ施設を核とした物流機能を一層高度化し、流通加工機能を付加し

て、荷主の企業戦略と一体となったロジスティクスセンターの立地を促していく。 

 

実現に向けては、今までの港湾物流の改革を目指し、総合保税地域の導入でコンテナ

ヤード（ＣＹ）と背後用地の一体化を図り、低コストで高能率・高付加価値な港湾物

流サービスを、名古屋港独自の新しいシステムとして構築する。（関連事業）（ ⇒港

湾物流革新モデル） 

さらに、既存の公共コンテナバースを民間事業者に長期リースする「特定埠頭運営効

率化推進事業」を導入し、民間活力を活用した効率的なコンテナターミナル経営の実

現によって、コンテナ貨物の増加を図ることも検討していく。 

こうした革新的なコンテナターミナルが実現する取組みにより、物流コスト削減、サ

ービス向上が進展することに併せ、企業戦略と一体となったロジスティクスセンター

の誘致を進め、港湾における一大流通加工基地を形成する。 

ステップ１の実現により、名古屋港は、企業、荷主のサプライ・チェーン・マネジメ

ントの構成要員としての役割を担い、中部地域でグローバル展開する荷主企業の競争
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力と、アジア各港との競争関係にある名古屋港の競争力が向上し、貿易促進が実現す

る。 

 

ステップ２：ロジスティクス機能と加工機能が一体化したグローバル生産拠点の形成 

ステップ 1実現後、国際水平分業体制への一層の対応を目指して、高度なロジスティ

クス機能を有したこの地域に、加工・組立機能を持つ企業の集積を進め、ロジスティ

クス機能と加工機能が一体化した臨海部グローバル生産拠点を形成する。 

 

実現に向けては、土地需要の増大が予測されることから、名古屋港周辺まで対象地域

を拡大して、用地の有効活用を図りながら、背後地に分散している企業を臨海部に集

積させるための企業誘致を行い、高度な物流機能と生産が一体となった産業集積を図

る。（ ⇒臨海部グローバル生産拠点形成モデル） 

企業集積のための土地提供に関して、名古屋港内の埋立地は、主に港湾物流関連用地

等に用途が限られているものが多いため、「公有水面の処分の制限や用途に関わる規制

の緩和」の実施により、事業者の要請に応じたフレキシブルな土地利用を進めていく。

（例 西部第 7貯木場） 

また、港内で土地が充足できない場合には、名古屋港直背後の農用地転用などを視野

に入れながら、地域全体で物流と一体となった企業展開を進め、土地活用を促進させ

る。 

さらに、労働者確保の問題への対応として、「製造業への労働者派遣に関わる規制の

緩和」により、製造業の臨海部への企業集積を図り、この地域の高い技術力を持つ中

小企業の進出を促進すとともに、外資も含めて企業進出の条件整備を進める。 

ステップ２の実現により、中部地域産業の生産力アップと雇用の促進、関係自治体の

活性化が図られ、臨海部の新しい地域開発モデルとなることが期待できる。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

西部地区 

コンテナターミナル

ものづくり産

業からの製品 高度化・高付加価値化 
・ 総合保税地域による

ＣＹと背後の一体化事

業 

・ 行政財産の長期リー

ス制度の活用 

・ 公有水面の処分の制
限や用途に関わる規制

の緩和 

・ 製造業への労働者派
遣に関わる規制の緩和

西部地区の 

コンテナターミナルを核とした 

ロジスティクスハブ  

流通加工機能 

加工・組立機能 
  

ＣＹと背後の一体化に

よる革新的物流機能   

ものづくり産業

からの製品 

コンテナターミナルを核としたロジスティクスハブの展開 

輸 出 
製品・半製品輸入 

国際水平分業体制に対応

した効率的な製品輸出 

製品国内流通 【従 来】

【将 来】
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★機能展開２：基盤産業ハブの形成に向けて 

名古屋港臨海部基盤産業の技術力、ノウハウを活用し、ものづくりを中心とした中部

地域産業の新展開と一体となった、新世代の臨海部基盤産業拠点の形成を名古屋港東・

南部地区を中心として展開する。 
 
【背景】 

これまで中部地域のモノづくり産業の基盤となってきた基礎素材型産業やエネルギ

ー産業は、技術力向上と安価なコストを背景として台頭してきたアジア・中国等の影

響や、日本の国内経済の悪化により事業縮小等が進展し、企業の再編、新規の事業展

開等を行っている。 
このような企業は、企業の持つ技術力やノウハウを活かした新たな事業転換を進めて

いるものも多い。また、既存企業の規模縮小の結果、遊休化した土地の有効利用とし

て、リサイクル等の新規の環境産業なども進出している。こうした名古屋港を核とし

た産業新展開が、地域産業全体の新事業展開と一体となって発展していく仕組みが必

要である。 

 
【対応】 
名古屋港東・南部地区を中心として、臨海部に立地する企業が名古屋港の空間や基盤

産業の技術力・ノウハウを活用して新たな展開を図る場合や、新たな企業が臨海部で

事業を展開する場合、これらの事業が物流機能と一体的となって展開できるよう、環

境や条件を整え産業集積を図る。 
 
このため、今後の企業展開の中長期的視点に立ち、必要に応じてリサイクル事業に関

して「再生利用認定制度の対象範囲の拡大」の活用を図る。 

また、現在の事業効率化と新たな事業転換を進めるため、全国で実施される「ボイラ

ー等の製造時等検査の簡略化」、「ボイラー等の性能検査に関する自主検査の容認」の

実施、及び 2 次提案で認められる予定の「高圧ガス保安法に基づく認定保安検査実施

者の変更手続の明確化」などの規制緩和を、企業の必要性に応じて実施する。 

さらに、新規の事業展開に向けて、弾力的な土地利用を図るための規制緩和を独自の

取組みとして実施する。 

潮見ふ頭は、石油貯蔵施設の集積地であるが、昨今の業界再編によって機能が縮小し

ている。このため全国で実施となる「石油コンビナート等災害防止法の規制緩和」に

よって土地利用を効率的に進め、将来の第ニ東名・名神高速道路のインターチェンジ

があるというポテンシャルを活用した、新たな事業展開を図るための検討を行ってい

く。 

公有水面の埋立によって出来た南 5区等の土地は、「土地利用の処分の制限と用途に

関わる公有水面埋立法の規制緩和」により、新たな土地利用の検討を進めていく。 
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こうした展開により、効率的な物流機能を活かした新エネルギー、リサイクルを軸と

した企業集積を促進させ、ものづくり産業を支える新たな基盤産業の育成と資源循環

型社会の構築に向けた産業集積を推進する。（ ⇒ものづくり一体型資源循環産業モデ

ル） 
 
基盤産業ハブの形成により、中部圏のものづくり産業の新展開と一体となった新たな

基盤産業の集積が実現し、資源循環型社会構築への貢献や、地域の産業振興の促進と

生産額の増大、雇用の拡大につなげる。 
 
名古屋港の戦略的な活用による地域産業の持続的な発展を目標として、名古屋商工会

議所がとりまとめた『地域産業活性化プラン ～名古屋港の戦略的な活用から～（Ｈ

15.3）』においても、地域産業活性化に向けた新しい産業展開メニューとして、名古屋

港の物流機能と相互に連携する環境産業や新素材、新エネルギー産業を提案している。 
この提案では、名古屋港エリアを核としたこのような事業展開を、地域の関係者全体

で支援するような推進体制を整えていくべきとしていることから、事業推進組織を平

成 15年度の早い時期に立ち上げる準備をすすめている。 
 
注：『地域産業活性化プラン ～名古屋港の戦略的な活用から～』 

・ 名古屋商工会議所主催 

・ 有識者、民間企業、関係団体、国の地方機関、地方公共団体より、32 名で構成。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

東・南部地区 
 
基礎素材型、エネ

ルギー型産業等の
基盤産業立地 

原材料の輸入 

ものづくり産業

への資材等供給 

【従 来】

新事業展開の促進  
・ 石油コンビナ

ート等災害防

止法に関する

規制緩和 
・ 労働者派遣に

関する諸規制

緩和 
・ ボイラー、高

圧ガス等に関す
る諸規制緩和緩

和 
・ 再生利用認定

制度に関する

規制緩和 

基盤産業の  

新たな展開として  

新エネルギー、リサイクル産業が  

東・南部地区を  

中心に展開  

資材等供給 

【将 来】  

ものづくり産業 

原材料の輸入 再生資材等の供給 

再生資材等供給 

海上輸送

による再

生品流通 

新素材、新
エネルギ

ー、リサイ

クルの相

互活用 

ものづくり産業を支援する新事業展開の促進  
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■名古屋港産業ハブ特区計画の目標実現体制 
名古屋港全域の物流機能高度化は、ものづくり産業を形成する荷主企業のグローバル

戦略にとって基本的な要望であり、並行してロジスティクスハブの形成、基盤産業ハブ

の形成を推進していく。 

前述した「地域産業活性化プラン ～名古屋港の戦略的な活用から～」策定会議が平

成14年7月に設置され、名古屋港の活用施策を検討した結果、物流産業の高度化の展開、

環境産業の新展開、多様な産業展開の３つの提案がなされた。これを受けて、地域全体

の推進体制として関係行政団体による「名古屋港産業情報ネットワーク（仮称）」（事務

局 名古屋港管理組合）を設置し、行政の役割分担と情報の共有化を図り、民間事業の

サポート体制を平成 15 年度早期に設立する。 

また、ロジスティクスハブの形成に向けては、平成 14 年 12 月より港湾関係者ととも

に「名古屋港ロジスティクスハブ研究会」注１を組織し、ロジスティクスハブ形成に向け

た基本的な検討を行ってきた。今後、事業化に向けて、研究会を発展させて、「名古屋港

ロジスティクスハブ事業化検討会（「仮称」）（事務局 名古屋港管理組合）を平成 15 年

度早期に立ち上げ、総合保税地域による一体化、ＮＵＴＳとＳｅａ-ＮＡＣＣＳ注２を活

用した情報システムの一体化等、具体的な事業化の検討を進める。 

 
注１：「名古屋港ロジスティクスハブ研究会」 

・ 事務局 名古屋港管理組合 

・ 港湾関係事業者、名古屋港管理組合による勉強会 

注２：Ｓｅａ-ＮＡＣＣＳ 

・ Sea-Nippon  Automated  Cargo  Clearance  System の略 

・ 日本の海上貨物通関情報処理システム 

 
■ 名古屋港産業ハブ特区計画の全体イメージ 
次頁に名古屋港産業ハブ特区計画の全体イメージを示す。 
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名古屋港産業ハブ特区計画の全体イメージ 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜機能展開１＞ 

ロジスティクスハブの形成 

（西部地区を中心として展開）

【ステップ１】 

港湾物流の構造改革 

関連事業の実施 

（総合保税地域による

一体化事業） 

⇒港湾物流革新モデル 

【ステップ２】 

臨海部グローバル産業集積 

⇒臨海部グローバル生

産拠点形成モデル 

目 
標 

実 

現 

体 

制 

☆ 

「
名
古
屋
港
産
業
情
報
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
（
仮
称
）」 

☆ 

「
名
古
屋
港
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
ハ
ブ
事
業
化
検
討
会
（
仮
称
）」 

＜目        標＞  

中部地域の産業活性化のために、名古屋港の機能と空間を活用し港湾物流と臨海部産業の構造改革

により港湾・産業両方の競争力を高め、ものづくり産業の活力向上による地域経済・社会の活性化

モデルを示し、全国に波及させ我が国経済の活性化につなげること。 

名古屋港産業ハブ特区計画 

今後実施予定の事業 

・行政財産の長期リース

制度 
・公有水面埋立法（処分・

用途）の規制緩和 
・労働者派遣に関する諸

規制緩和 

＜機能展開２＞ 

基盤産業ハブの形成 

（東・南部地区を中心として展開）

 

ものづくり産業を支え

る新たな基盤産業の育

成と資源循環型社会の

構築に向けた産業構造

を創出する 

 

⇒ものづくり一体型資

源循環産業モデル 

今後実施予定の事業 

・石油コンビナート災害
防止法に関する規制緩

和 
・ボイラー、高圧ガス等

に関する諸規制緩和 
・再生利用認定制度に関
する規制緩和 
・労働者派遣に関する諸

規制緩和 

ものづくり産業への貢献  

名古屋港の物流機能高度化 
（名古屋港全域） 

特定事業 

・ 臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業 

・ 税関の執務時間外における通関体制の整備に

よる貿易の促進事業 

全国で実施の規制緩和 

・検疫の２４時間化 

・水先料金の見直し 

・特殊車両許可手続の簡素化 

・ 輸出入・港湾関連手続の合理化 
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港湾物流機能の高度化、ロジスティクスハブの形成、基盤産業ハブの形成を進め、名古

屋港産業ハブ特区の実現によって次のような効果が生ずる。 

 

 

★ 港湾物流機能の高度化 

名古屋港全域における港湾物流機能の高度化は、海陸輸送の結節点として名古屋港を

利用するグローバル企業にとって、トータル物流コストの削減と諸手続きの簡素化な

ど物流サービスの向上により、効率的でフレキシブルな物流が可能となる。 

日本ロジスティクスシステム協会の「業種別物流コスト実態調査 （2001 年度）」に

よると、製造業の物流コストの売上高比率は 7.07％となっている。 

港湾の２４時間・３６５日フルオープン化など、名古屋港において、港湾コスト削減・

リードタイム短縮につながる物流サービス向上施策を実施することで、企業のトータ

ル物流コストが削減され、売上高比率における物流コストの低下が実現すれば、地域

の企業の経常利益が増加し、産業競争力の維持・強化へ結び付くこととなる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 

★ロジスティクスハブの形成及び基盤産業ハブの形成による効果 

ロジスティクスハブの形成に向け、現在、コンテナゲートのフルオープン化や情報シ

ステムの一元化による港湾情報プラットフォームの構築を進めているが、これらの事

業展開と通関制度の見直しによって、リードタイムが 3 日から 1 日に短縮が可能とな

り、物流体系の一層の高度化が推進される。 

また、総合保税地域の導入など関連事業の整備等により、コンテナターミナルと背後

用地の一体化によるコスト削減（例えば、飛島ふ頭の場合、保税地域の許可にかかる

７ 構造改革特別区域の実施が構造改革特別区域に及ぼす経済的社会的効果 

経常利益に寄与する物流コスト削減イメージ 

7.07  

3.00  

  

  

75 

80 

85 

90 

95 

100 

現状 物流コスト削減 

経常利益 

物流コスト 

製造原価 

(%) 

０ 

（資料） 

現状の経常利益の
割合は、「日本銀行

短観」（2002 年 3

月） 
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手数料：約 400 万円／月⇒24 万円／月）や、トレーラー利用の効率化（例えば、沿岸

荷役用トレーラーの相互融通が可能）など、付加価値の高いサービスの提供が可能と

なる。 

こういったシステムの構築と次世代高規格コンテナターミナルの整備など、名古屋港

独自の物流改革を実施することにより、飛島ふ頭の構造改革を進め、企業のサプライ・

チェーン・マネジメントを支援することを通して、地域産業の高度化に資することが

可能となる。 

さらに、このような高度なロジスティクス機能と加工・組立機能が一体化した、グロ

ーバル生産拠点の形成に向けて、加工・組立産業や関連産業の集積を図り、地域の産

業の活性化を図る。 

 

この結果、経済的社会的効果としては名古屋港のコンテナ貨物量が増加する。 

2002 年確定値では、名古屋港の外貿コンテナ貨物取扱個数は約 180 万 TEU（うち、輸

出コンテナ貨物取扱個数 約 91 万 TEU、輸入コンテナ貨物取扱個数 約 89 万 TEU）で

あるが、様々な物流改革の施策による背後圏の拡大やロジスティクスハブの形成など

により、2007 年に 230 万 TEU、2010 年には 250 万 TEU の達成を目論んでいる。 

コンテナ貨物量の増加によって、貨物を扱う港湾関連産業の活性化につながり、さら

に、名古屋港を利用する中部地域の産業、荷主企業の生産力・競争力の向上が期待で

きる。 

 

また、基盤産業ハブの形成では、背後地のものづくり産業を支える産業展開として新

エネルギー、リサイクルを軸とした企業集積を図るとともに、物流の効率化により地

域産業活動を担保する仕組みを港湾でつくり、名古屋港を次世代の地域産業展開の核

として活用する。 

 

このような名古屋港産業ハブ特区の実現によって、企業戦略に対応した地域産業の新

展開をリードすることとなり、名古屋港の取扱貨物量（2002 年 約 1 億 5799 万㌧）や

外貿取扱貨物量（2002 年 約 1 億 851 万㌧）が増加する。 

外国貿易の増加によって、名古屋港における外国貿易額（2002 年名古屋税関データ

約 9兆 6314 億円 このうち、輸出貿易額 約 6兆 9978 億円、輸入貿易額 約 2兆 6336

億円）が増大し、日本にとって外貨を稼ぎ、貿易黒字を生み出す地域として、日本経

済を支え続けることが可能となる。 

また、活発な企業活動によって、25年連続全国 1位の愛知県の製造品出荷額（約 34
兆 5364 億円）の増加や関係市町村の税収増加、雇用拡大が期待できる。 
さらに、地域の環境負荷の軽減を促進させ、資源循環型社会形成への取組みが進展す

る。 

 

「地域経済と名古屋港 報告書」（名古屋港管理組合 平成 12 年 3 月）によると、名

古屋港における産業活動が地域経済に及ぼす波及効果は、全体で約 26 兆円。このうち 



 13

愛知県内への経済効果は約 16 兆円で、愛知県内生産額 71 兆円の約 22％に相当してい

る。 

また、愛知県内への誘発雇用者数 61 万人は、愛知県の就業者数 377 万人の約 16％（6

人に 1人）に相当している。 

このように名古屋港の経済活動は、背後圏に強い影響を及ぼしていることから、名古

屋港産業ハブ特区の実現は、地域全体に大きな経済的社会的効果を及ぼし、地域経済

の活性化に資することとなる。 

 
 
 
 
 
①臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業 
②税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進事業 

 
 

 

 

 

 

 

名古屋港産業ハブ特区計画の目標に向けて、名古屋港全域の物流機能の高度化を図る

とともに、ロジスティクスハブの形成と基盤産業ハブの形成という 2 つの機能別展開

によりその実現を図る。 

これらを実現する方策として、「物流効率化・高度化」や「事業新展開促進」及び「弾

力的土地活用」の諸施策を組み合わせる。 

 

物流効率化・高度化を促進させる名古屋港の特性を活用した関連事業として、総合保

税地域によるコンテナターミナルとその背後物流関連用地の一体化事業を進める。 

この事業は、「臨時開庁手数料の軽減」や「税関の執務時間外における通関体制の整

備」といった特定事業と、全国で実施が予定されている「輸出入・港湾関連手続きの

合理化」、「検疫の 24 時間化」、「水先料金の見直し」、「特殊車両許可手続きの簡素化」

といった規制緩和や名古屋港独自の物流改革施策を併せて実施することで、港湾物流

の効率化・高度化を実現する。 

さらに、今後、「民間事業者等による総合保税地域における一団の土地等の所有又は

管理事業」や「特定埠頭運営効率化推進事業」の特定事業の実施を検討していく。 

 

■総合保税地域による一体化事業（関連事業） 

【背景】 

８ 特定事業の名称 

９ 構造改革特別区域において実施し又はその実施を促進しようとする特定事業に

関連する事業その他の構造改革特別区域計画の実施に関し地方公共団体が必要と

認める事項 
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名古屋港の外貿コンテナ貨物取扱個数は、2002年の確定値によると約180万TEUで、

10 年間（1992 年～2002 年）で 1.6 倍となっている。これは、企業のグローバル戦略と

ともに施設整備を進めてきた結果、今日の実績となった。 

しかし、今後、益々国際水平分業体制が拡大し、企業のサプライ・チェーン・マネジ

メントが進展するなかで、コンテナ輸送の一層の効率化・高度化が求められている状

況にある。 

これまで、名古屋港コンテナターミナルにおける物流効率化として、港湾荷役の 24

時間・365 日化等の取組みを進め、既に実現している。 

しかし、港湾の完全 24 時間・365 日オープンに向けては、ターミナル内における作

業のみならずターミナル外の官民共同の取組みが必要であることから、通関・検疫業

務の 24 時間化の導入を図っていく。 

また、コンテナターミナルゲート 24 時間フルオープン化への実証実験（平成 15 年夏

前の実施予定）に向けた検討を行っており、実証実験後の本格実施は、他港にはない

独自のシステムで行うことによって、ターミナルゲートのフルオープン化が可能とな

る予定である。 

上記の物流効率化策と一体的に、港湾物流の高度化と効率化を図るため、コンテナタ

ーミナルにおける名古屋港独自の物流高度化事業（関連事業）を以下のように進める。 
 

【目的】特区内においてコンテナヤード（ＣＹ）と直背後の物流保管施設（物流センタ

ー、上屋）を総合保税地域で一体化し、輸出入貨物の効率性の追及及び付加価

値の高いモノの流れを実現し、港湾物流の革新モデルを構築する。 

 
【現状】通関作業は保税地域で行われることとなっており、ＣＹは指定保税地域、直背

後の物流センターや上屋は保税蔵置場として保税地域の指定を受け、輸出入貨

物を取扱っている。現在の保税制度においては、各保税地域は個別に機能し、

貨物搬入のための保税地域間の荷動きや手続等が煩雑となっている。 
 
【地区】特区内における飛島ふ頭、鍋田ふ頭のＣＹとその背後 
 
【施設概要】飛島ふ頭及び鍋田ふ頭のコンテナターミナルの施設概要 
☆施設概要 

地区名 バース名 
水深 

（ｍ） 

岸壁延長 

（ｍ） 

ターミナル

面積（ha） 

ク レ ー ン

数(基) 
岸壁種類 

90、91､92 号岸壁 10～12 620 17.0 4 公共 

Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3 12 900 28.9 6 ＮＣＢ＊ 飛島ふ頭 

93、94 号岸壁 15 700 22.5 5 公共 

鍋田ふ頭 Ｔ1、Ｔ2 14 735 35.9 5 公社・新方式 

飛島南側 工事中 平成 17 年度１バース（-16ｍ）供用開始 

＊ＮＣＢ：名古屋コンテナふ頭株式会社 
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☆コンテナ船入港実績及び取扱貨物量実績（2001 年） 

取扱貨物量（TEU） 
地区名 バース名 

入港隻数 

（隻） 輸出 輸入 合計 

（北）90、91､92 号岸壁 583 100,359 104,840 205,199 

Ｒ1、Ｒ2、Ｒ3 1,190 316,567 307,992 624,559 飛島ふ頭 

（南）93、94 号岸壁 498 180,386 169,050 349,436 

鍋田ふ頭 Ｔ1、Ｔ2 1,252 172,034 164,157 336,191 

その他 － 1,209 113,570 107,132 220,702 

合計 － 4,732 882,916 853,171 1,736,087 

 

☆飛島ふ頭流通機能基地 

 
施設名 進出会社数 

用地面積 

（㎡） 

延床面積

（㎡） 

名古屋港流通センター 港運事業者等 23 社 551,094 263,927 

飛島ふ頭流通機能基地 名古屋港国際総合流通

センター 
港運事業者9 社 49,934 69,067 

東海倉庫団地 倉庫業者延べ 11 社 99,051 75,764 

倉庫団地 名古屋港団地倉庫事業

協同組合 
倉庫業者14 社 99,017 57,930 

 
 
☆飛島ふ頭                 ☆鍋田ふ頭 

 
 
 
 
 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

飛島ふ頭北ＣＴ

飛島ふ頭南ＣＴ

ＮＣＢＣＴ 

流通機能基地 

鍋田ふ頭ＣＴ

 

凡 例 

コンテナターミナル 

流通機能基地 

一体化エリア（案） 
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【内容】ＣＹと背後が個別に保税地域として指定されているものを、一体的、包括的に

総合保税地域の許可を受けることにより、シームレスでフレキシブルな付加価

値の高い物流の実現を目指し、ＮＡＣＣＳを活用した情報システムの構築と併

せて、名古屋港独自物流のシステムを構築する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【効果】 
・ 総合保税地域というエリアの中で、保税運送手続の不要や使用車両の相互融通

及びターミナルと上屋・倉庫情報の一元化によるコスト削減やリードタイムの

短縮が可能 

・ 「港頭地区で積み込まれた貨物のコンテナー扱い」が、全国における実施が認

められることから（第 2次提案）、総合保税地域との組み合わせによって弾力的

な貨物の扱いが可能となり、港頭地区の物流機能が強化される 

 

【対応】現在、名古屋港管理組合と港湾関係者との間で、総合保税地域の被許可者を始

めとして、総合保税地域による一体化の物理的、ソフト的な対応方法や、これま

でにない革新的な物流サービスの具体的な提供方法について「名古屋港ロジステ

ィクスハブ研究会」において、平成 14 年 12 月より検討しているが、今後は更に、

事業化に向けて組織強化して検討を行っていく。 

 

 

現状 総合保税地域：許可後 

総合保税地域 

ＣＴ ＣＴ ＣＴ 

指定保税地域 

保税蔵置場 

倉庫団地 

物流基地 
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このように、港湾物流の効率化・高度化を進めながら、ものづくり産業と一体となっ

た事業新展開を促進し、併せて弾力的土地活用を進めていく。 

事業新展開促進策としては、今後、事業者が必要に応じて、特区において次のような

事業を行っていく。 

・ 高圧ガス製造施設の自主検査対象拡大事業 

・ 高圧ガス設備の開放検査期間変更事業 

・ 再生利用認定制度対象廃棄物拡大事業 

また、全国で実施予定の次の規制緩和も併せて行う。 

・ 労働者派遣における物の製造業務への派遣対象業務の拡大 

・ ボイラー等の製造時検査の簡略化 

・ ボイラー等の性能検査に関する自主検査の容認 

 

さらに、さまざまな事業展開を図るための弾力的土地活用策として、特区において次

の事業の実施を検討していく。 

・ 公有水面埋立地の用途変更等の柔軟化事業 

・ 公有水面埋立地における用途区分柔軟化事業 

同時に、全国で実施予定の次の規制緩和も活用して進める。 

・ 工場等の建て替えやコンビナート地区の再開発等における石油コンビナート

等災害防止法上の区分・地区用件等の緩和 
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名古屋港産業ハブ特区における関連事業と実施予定の特定事業及び規制緩和の一覧 
 
 

名古屋港産業ハブ特区 

関連事業 

（港湾物流効率化・高度化） 

総合保税地域による一体化事業 

（ＣＹと背後用地の一体的利用） 

701：臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業 ○ 

702：税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易

の促進事業 
○ 

703：民間事業者等による総合保税地域における一団の土地

等の所有又は管理事業 
－ 

物流効率化・高度化 

1203：特定埠頭運営効率化推進事業 － 

1115：高圧ガス製造施設の自主検査対象拡大事業  － 

1119：高圧ガス設備の開放検査期間変更事業 － 事業新展開促進 

1304：再生利用認定制度対象廃棄物拡大事業 － 

1201：公有水面埋立地の用途変更等の柔軟化事業 － 

特

区

で

実

施

予

定

の

特

定

事

業 

弾力的土地活用 
1202：公有水面埋立地における用途区分柔軟化事業 － 

505、702、939、1001、1117、1209： 

輸出入・港湾関連手続きの合理化 

940：検疫の 24時間化 

1201：水先料金の見直し 

物流の効率化・高度化 

1203：特殊車両許可手続きの簡素化 

905：労働者派遣における物の製造業務への派遣対象業務の

拡大 

918：ボイラー等の製造時検査の簡略化 
事業新展開促進 

919：ボイラー等の性能検査に関する自主検査の容認 

全

国

で

実

施

予

定

の

規

制

緩

和 

弾力的土地活用 

414、1115： 

工場等の建て替えやコンビナート地区の再開発等にお

ける石油コンビナート等災害防止法上の区分・地区用件等の

緩和 

 

＊ 事業名等の前の番号は国のコード番号 

＊ 右欄の○は、今回の特区計画において実施する特定事業  

＊ 右欄の－は、今後実施に向けて検討する特定事業 
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別紙（特定事業番号：701） 

 

 
 

 

701 臨時開庁手数料の軽減による貿易の促進事業 

 

 

 
 
 
名古屋港を活用する通関業者 

 

 

 
 

 

構造改革特別区域計画認定後 
 

 

 

 
 
名古屋港では、ものづくり産業の競争力強化のために、物流機能の高度化を名古屋

港全域で取り組んでいる。 

この地域のものづくり産業の代表的なモノの動きとしては、海上輸送で輸入された

原材料を名古屋港東・南部地区に立地する基礎素材型産業やエネルギー産業におい

て１次加工し、これらを陸上輸送して内陸部のものづくり産業で製品化し、再び、

この製品を名古屋港西部地区まで陸上輸送した後、海上輸送により海外へ輸出する

といった形態である。 

また、輸出完成自動車のように、内陸部から輸送されて金城ふ頭などの公共バース

や新宝ふ頭の民間バースから輸出される場合も多い。 

このように、名古屋港の背後圏に集積している自動車産業などのものづくり産業は、

原材料の輸入から製品の輸出まで、名古屋港を利用して世界各地と活発な貿易を行

っている。こうした企業が、最適調達、最適生産、最適販売を実現するためのサプ

ライ・チェーン・マネジメントの構成要員として、名古屋港の物流機能を効率的に

利用することが、地域産業の国際競争力の維持・向上につながる。 

このため、海上輸送と陸上輸送の結節点として、名古屋港の物流機能が集積する西

部地区のみならず、民間の専用バースが集積する東・南部地区も含めた全域で、港

４ 特定事業の内容 

１ 特定事業の名称 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

３ 当該特区の特例措置の適用の開始の日 
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湾の 24 時間化を始めとした物流機能の高度化を目指した取組みを進めている。 

名古屋港では、平成 11 年度より「２１世紀の名古屋港づくり協議会」（事務局 名

古屋商工会議所）を設置し、名古屋港の国際競争力の確保及び使いやすい港づくり

を目指し地域産業の活性化のための検討を、官民が一体となって地域をあげて取り

組んでいる。本協議会においては、港湾コストの削減と港湾サービス向上のための

施策をアクションプログラムとしてとりまとめ、その実現に向けた対応と進捗状況

等の整理を行っている。 

こうした取組みの結果、コンテナターミナルの効率的な運営や入港料等の削減が実

現し、名古屋港の使いやすい港づくりが着実に進展している。 

例えば、本協議会で要請のあった水先料金の見直しが、全国的な規制緩和の対象と

なり、平成 15 年度から名古屋港においても実施されることとなった。また、コンテ

ナターミナルゲートの 24 時間フルオープン化に向けては、実証実験についての検討

が関係者で行われており、平成 15 年 6～7 月に予定している実証実験の結果を受け

て本格実施に向けた検討を行う。 

 

物流高度化に向けたこうした地元の努力と合わせて、貿易業務の一環を担っている

国の通関・検疫業務に関わる規制緩和は、港湾の 24 時間化に向けて不可欠な条件で

ある。 

例えば、コンテナターミナルゲートのフルオープン化の本格実施においては、同時

に通関・検疫業務を担う職員の配置と、荷主等に負担とならない低廉な時間外手数

料等の料金体系が必要であり、特定事業の実施によって、コンテナターミナルにお

ける実質的な 24 時間化が実現する。 

また、緊急性を要する原材料の輸入や完成自動車の輸出等において、コンテナター

ミナル以外の名古屋港の物流機能のフレキシブルな対応が求められている。 

このため、名古屋港の国際競争力の確保と地域産業の活性化につながる物流の効率

化に向けて、港湾のコスト削減と 24 時間化を実現し、荷主企業のサプライ・チェー

ン・マネジメントに対応した港湾サービスが提供できるよう、名古屋港全域におい

て特定事業を実施する。 
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① 当該特定事業を実施する港湾施設の位置及び概要 

☆名古屋港臨港地区の名古屋税関管轄区域 

 

 

 

 

 

５ 当該規制の特例措置の内容 

① 名古屋港ガーデンふ頭地区指定保税地域 

② 名古屋港大江ふ頭地区指定保税地域 

③ 名古屋港稲永地区指定保税地域 

④ 名古屋港金城ふ頭地区指定保税地域 

⑤ 名古屋港西部地区指定保税地域 

⑥ 名古屋港名古屋コンテナ埠頭地区指定保税地域 

南５区 

ポート 
アイランド 

東海元浜ふ頭 

南浜ふ頭

木場金岡 

金城ふ頭

空見ふ頭 
潮見ふ頭

ふ頭 

大江ふ頭

昭和ふ頭

船見ふ頭汐止ふ頭 

ガーデン 

潮凪 ふ頭 

新宝ふ頭

北浜ふ頭 

ふ頭 

弥富ふ頭 飛島ふ頭

鍋田ふ頭 

西部出張所 

金城出張所 

稲永出張所 
本関 

南部出張所 

稲永ふ頭 
① ② 

③ 

④ 

⑤ 

⑤ 
⑥ 

⑤ 
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☆概要 

 

名古屋税関出張所管轄別 保税蔵置場・併設保税蔵置場・保税工場 

 

≪本関≫ 

保税蔵置場 

 名 称 備考 

1 大源海運（株）  

2 福山冷蔵（株） 4ヶ所 

3 中部倉庫運輸（株）  

4 日本トランスシティ（株）  

5 大藤運輸（株）  

6 名港海運（株） 3ヶ所 

7 （株）森吉倉庫  

8 名古屋倉庫（株） 2ヶ所 

9 伊勢湾海運（株） 2ヶ所 

10 東亜合成（株）  

11 成田冷蔵（株）  

12 三井倉庫（株）  

13 日塩（株）  

14 東洋水産（株）  

15 協同飼料（株）  

16 日本通運（株） 2ヶ所 

18 （株）サンラックス 2ヶ所 

19 中央倉庫（株）  

20 三菱倉庫（株） 2ヶ所 

21 横浜冷凍（株）  

22 名港海運埠頭  

23 （株）上組 2ヶ所 

24 城北冷蔵（株）  

26 中京冷蔵（株）  

27 （株）築港  

28 リノール油脂（株）  

29 （株）辰巳商会  

30 丸中興産（株）  

31 シンコーケミカル・ターミナル（株）  

32 ケミカルロジテック（株）  
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33 エクソンモービル石油（有）  

34 三井物産エネルギー物流（株）  

35 宝石油化学（株）  

36 新日本石油（株）  

37 東陽倉庫（株）  

38 川西倉庫（株）  

39 中京海運（株）  

 

併設蔵置場・保税工場 

 名 称 備考 

1 兼松油槽(株)名古屋油槽所  

 

≪稲永出張所≫ 

保税蔵置場 

 名 称 備考 

1 旭運輸(株)  

2 伊勢湾海運(株) 4ヶ所 

3 (株)大森廻漕店  

4 岡谷鋼機(株)  

5 (株)上組 3ヶ所 

6 川西倉庫(株)  

7 大藤運輸(株) 2ヶ所 

8 大洋海運(株)  

9 中京海運(株)  

10 月星海運(株)  

11 東陽倉庫(株) 3ヶ所 

12 杤木合同輸送(株)  

13 トレーディア(株)  

14 名古屋埠頭(株)  

15 (株)ニチレイ  

16 日本通運(株)  

17 濃飛倉庫運輸(株)  

18 フジトランスコーポレーション 4ヶ所 

19 丸菱商事(株)  

20 三井倉庫(株) 2ヶ所 

21 (株)三井物産  

22 三菱倉庫(株) 3ヶ所 
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23 名港海運(株) 5ヶ所 

24 菱洋運輸(株)  

 

≪金城埠頭出張所≫ 

保税蔵置場 

 名 称 備考 

1 旭運輸(株)  

2 伊勢湾海運(株) 2ヶ所 

3 (株)上組 2ヶ所 

4 川西倉庫(株)  

5 東陽倉庫(株)  

6 フジトランスコーポレーション 2ヶ所 

7 三井倉庫(株)  

8 三菱倉庫(株)  

9 名港海運(株) 2ヶ所 

 

≪西部出張所≫ 

保税蔵置場 

 名 称 備考 

1 アイ・ロジスティクス(株)  

2 愛知海運(株) 4ヶ所 

3 旭運輸(株) 2ヶ所 

5 伊勢湾海運(株) 2ヶ所 

6 伊勢湾倉庫(株)  

8 王子埠頭(株)  

9 (株)上組 3ヶ所 

10 川崎重工業(株)  

11 川崎重工業(株)  

12 川西倉庫(株)  

13 喜多村工業(株) 2ヶ所 

14 岐阜倉庫運輸(株)  

15 キムラユニティー(株)  

16 共英製鋼(株)  

17 ケイヒン(株)  

18 ジェイティ物流(株)  

21 (株)鈴鉦運輸  

22 (株)住友倉庫  
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23 住友林業(株)  

24 大源海運(株) 2ヶ所 

25 大藤運輸(株) 2ヶ所 

28 中央倉庫(株) 3ヶ所 

29 中京倉庫(株)  

30 中部木材倉庫(株)  

31 東海協和(株) 3ヶ所 

32 東海倉庫(株)  

33 東晃鋼業(株)  

34 東陽倉庫(株) 4ヶ所 

36 東洋プライウッド(株)  

37 トヨタ自動車(株) 2ヶ所 

38 豊通物流(株)  

39 トレーディア(株)  

40 名古屋港木材倉庫(株) 4ヶ所 

41 名古屋港木材倉庫(株) 2ヶ所 

42 日通商事(株) 2ヶ所 

43 日本通運(株) 2ヶ所 

44 日本トランスシティ(株)  

45 濃飛倉庫運輸(株)  

46 橋元運輸(株)  

48 阪和流通センター名古屋(株)  

49 ピー・エー・ジー・インポート(株)  

50 福玉精穀倉庫(株)  

51 藤梱包(株)  

52 フジトランスコーポレーション 7ヶ所 

53 (株)富士ロジテック  

54 丸一鋼管(株)  

56 丸紅エネックス(株)  

57 三井倉庫(株) 3ヶ所 

58 三菱自動車工業(株)  

59 三菱重工業(株)  

60 三菱倉庫(株) 3ヶ所 

61 名京倉庫(株)  

62 名港海運(株) 6ヶ所 

63 由良海運(株)  

64 由良海運(株)  
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≪南部出張所≫ 

併設蔵置場・保税工場 

 名 称 備考 

1 愛知製鋼㈱  

2 石川島播磨重工業（株）愛知工場  

3 出光興産（株）愛知製油所  

4 新日本製鐵（株）名古屋製鐵所  

5 大同特殊鋼（株） 2ヶ所 

6 トヨタ自動車（株）名港センター併設  

 

保税工場 

 名 称 備考 

1 サンエイ糖化（株）  

2 サン食品（株）東海工場  

3 東レ・デュポン（株）東海事業場ケプラー工場  
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名古屋税関出張所管轄別 指定保税地域 

 

≪本関≫ 

 名 称 所在地 指定年月日 総面積 施設管理者 

① 

名古屋港ガーデン

ふ頭地区指定保税

地域 

名古屋市港区１０２，１

０６，１０８，１０９－

１ 

S27.12.16 42,751 名古屋港管理組合 

② 
名古屋港大江ふ頭

地指定保税地域 

名古屋市港区大江町２－

８～１２ 
S37.03.17 13,644 名古屋港管理組合 

 

≪稲永出張所≫ 

 名 称 所在地 指定年月日 総面積 施設管理者 

③ 
名古屋港稲永地区

指定保税地域 

名古屋市港区潮凪町１－

２・３，５７－２・３，

５８，６３～６５，６７，

６９，８９ 

名古屋市港区一州町８

７，８９ 

名古屋市港区稲永新田字

か６１１－１ 

S35.07.14 312,730 名古屋港管理組合 

 

≪金城埠頭出張所≫ 

 名 称 所在地 指定年月日 総面積 施設管理者 

④ 
名古屋港金城ふ頭

地区指定保税地域 

名古屋市港区金城ふ頭２

－７，３－１～５ 
S45.02.01 746,151 名古屋港管理組合 

  

≪西部出張所≫ 

 名 称 所在地 指定年月日 総面積 施設管理者 

愛知県海部郡飛島村東浜

２－１３・２５・２６，

３－５～１０ 

名古屋港管理組合 

⑤ 
名古屋港西部地区

指定保税地域 愛知県海部郡弥富町大字

楠３－２６・３０・３１，

富浜５－１ 

S59.11.15 864,831 

名古屋港埠頭公社 

⑥ 

名古屋港名古屋コ

ンテナ埠頭地区指

定保税地域 

愛知県海部郡飛島村東浜

２－７～１２ 
S48.06.20 289,216 

名古屋コンテナふ

頭㈱ 
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保税蔵置場において臨時開庁申請を行う場合、申請者は最低 2 名程度の担当者

で対応をしている。 

南部出張所管轄の鉄鋼関係企業では、原材料の輸入及び製品輸出に 24 時間対応

しているため、担当者を 2交代制で配置している。 

名古屋港のコンテナターミナルゲートは、平日、土曜日は 8時半～17 時までオ

ープンしているが、日祝日はオープンしていない。しかし、指定保税地域である

コンテナターミナルにおいては、検査ヤードへの搬入等、ターミナル内荷役作業

を土日祝日にも行っている。 

また、ゲートオープン時間との関係から、緊急性を要する場合は、ゲートオー

プン時間内に保税運送により事業者の保税蔵置場に移し、そこで通関している。 

現在、コンテナゲートフルオープンに向けた実証実験について検討が始まって

おり、今後、本格実施によって時間外の通関、搬出入が可能となり、利用者の要

望に対して迅速な対応が可能となる。 

 

② 当該特定事業を実施する施設を管轄とする税関官署における臨時開庁承認の過

去３年の実績（財務省関税局業務課調べ） 

（単位：件数） 

 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 

名古屋港 3,828 3,421 3,387 

 

名古屋港全域において年間３６５件以上の実績が認められる。 

従って、名古屋港産業ハブ特区計画の意義、目標の実現に向けた取組みの一環

として、物流の効率化・高度化を進めるために、特定事業を名古屋港全域を対象

として実施する。 

 

③ 港湾施設における利用者利便の向上（使用料の軽減、利用手続の簡素化等）又

は施設利用の促進（港湾・空港関連インフラの整備、定期航路の誘致等）などを

通じて貿易の振興に資する施策 

 

これまでの名古屋港の貿易の振興に資する施策としては、ハード面においては、

国際競争力の強化に向けた大水深高規格コンテナターミナルの建設に着手して

おり、平成 17 年度の１バース暫定供用に向けて鋭意取り組んでいる。このター

ミナルにおいては、国内初の自動化荷役システムの導入や上物整備の一部民間施

工など、名古屋港利用向上に向けた革新的な施策を実施する予定である。 

また、他港にはない名古屋港独自の先進的な取組みとして、名古屋港の全ての

コンテナターミナルにおいて、ＩＴを駆使した統一的な情報管理・オペレーショ

ンを行うための名古屋港統一ターミナルシステム（NUTS）が機能している。これ

を活用して、今後、港湾行政手続のシングルウィンドウ化と併せて、港湾物流に

おける官民間の情報の共有化を図るために、港湾物流情報プラットホーム構築に
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向けた検討などの取組みを進めている。 

さらに、名古屋港と背後圏を結ぶ道路の利便性を高めることによって貨物増加

を図っている。高規格幹線道路との接続をさらに強化する施策として、現在、鍋

田ふ頭進入道路を臨港道路として整備している。また、名古屋都市高速と高規格

幹線道路との接続など名古屋港を取り巻く道路整備計画によって、利便性が向上

することから、広域幹線道路の一層の整備促進や利用促進について関係行政機関

へ積極的に働きかけをしている。 

 

ソフト面では、前述した「21 世紀の名古屋港づくり協議会」が、平成 11 年 4

月より名古屋商工会議所に設立されている。 

本協議会では、「名古屋港の国際競争力の確保」と「使いやすい港づくり」とい

う視点から、港湾サービスの向上、港湾コストの削減を目指して官民一体となっ

た取組みを継続的に進めている。こうした取組みはアクションプランとして整理

されており、単年度毎の実績を整理するとともに、次年度以降の取組み目標を明

確にしている。これまで入港料については、利用者の要望にあった減免、割引を

実現し、岸壁使用料などについても競争力のある料金体系の設定を行っている。

また、利用手続の簡素化についても一定の成果をあげるなど、貿易の促進につな

がる施策を実施している。さらに、これまで実現されていない項目については、

今後、このアクションプランに基づき継続して取り組んでいく。（別紙参照） 

現在、検討しているコンテナターミナルゲートの 24 時間フルオープン化も本協

議会における検討事項である。コンテナターミナルゲート 24 時間フルオープン

化に向けては、地元関係者による検討会を設置し、実証実験を平成 15 年 6～７月

に実施する予定で調整を行っている。今後、通関体制の 24 時間化と併せて、ゲ

ートフルオープン化の早期本格実施に向けて、地元として体制整備を整えていく。 

こうした取組みとともに、ロジスティクスハブの形成に向けた総合保税地域の

一体化事業を展開させていく。 

さらに、2005 年には、名古屋港の沖合いに中部国際空港が開港予定であり、陸・

海・空ネットワークの形成による物流拠点機能の向上策を検討していく。 

また、毎年、地元経済界とともに海外ポートセールスを行っており、航路誘致

や企業訪問などを行い、関係者一丸となって名古屋港の利用促進に取り組んでい

るとともに、国内の企業に対しても、随時、名古屋港説明会を開催しており、企

業の効率的な物流を実現するため、利便性の高い名古屋港の利用を働きかけてい

る。 
 
今後、継続的に荷主の企業戦略と一体となった港湾物流の合理化を進めるとと

もに、スーパー中枢港湾の候補港として積極的に港湾コスト、サービスの構造改

革＊を行いアジア諸港を凌ぐ港湾競争力強化を図ることにより、地域産業競争力

の強化を通して貿易の振興に資するものである。（次頁参照） 
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スーパー中枢港湾の候補港としてコスト・サービスの改善策の実施による貿易の促

進に資する事業 
 
名古屋港は、日本経済を支えるものづくり産業の中枢圏域を背後に持つとともに、

陸・海・空の交通結節点としてのポテンシャルを活用し、港湾物流機能の戦略的な

改革を行うことにより、背後地産業の国際的なサプライ・チェーン・マネジメント

の構築を支援し、貿易の拡大を図るものである。 

 
①名古屋港のコンテナ機能の目標 
・取扱個数：２５０万ＴＥＵ（２０１０年）← １８０万ＴＥＵ（２００２年） 
・２４時間フルオープン化 
・港湾コストの約３割減 
・リードタイムの１日化 
・メガターミナルオペレーター機能の確立 
 
②目標達成に向けた方法 
・自動化荷役システムの導入 
・ターミナルの上物整備の一部民間施工による経営的観点の導入 
・共同オペレーター（荷主系物流会社、邦船社、港運）による複数バースの一元

管理・運営 
・共同オペレーションをサポートする情報の共有化 
・既存公共ターミナルにおける長期リース制度などの専用化を導入 
・次世代高規格コンテナターミナルにおけるボリュームインセンティブの導入 
・ひき船使用料の低廉化 
・２４時間フルオープンの早期実現 
・港湾物流情報プラットフォームの構築 

 
③ロジスティクスハブの形成 
陸・海・空交通の拠点性を活かし、ものづくり産業を物流で支援し、背後圏の産

業競争力を強化するため、コンテナターミナルと背後用地を総合保税地域制度によ

り一体化したエリアにおいて物流機能の革新を実現するとともに、荷主の企業戦略

を一体となったロジスティクスセンターの立地促進、加工組立機能の付加により、

中部地域の広域物流・生産拠点を名古屋港に構築する。 



 

ア ク シ ョ ン プ ラ ン 一 覧 表 （ 平 成 13 年 度 ま で の 実 施 状 況 と 以 後 の 予 定 ）  

○ 港湾サービス関係 

項       目 内        容 平成 13 年度までに実施 平成 14 年度 平成 15 年度 中 長 期 

伊良湖水道及び名古屋港内管制基準の上限の見直し 
－ 

 ○ ○ 

管制基準が、伊良湖水道は船の長さ、名古屋港内は総トン

数を対象としているが、船舶の諸元での統一化 
－  ○  

対面通航可能船舶の基準の見直し －  ○ ○ 

伊良湖水道と名古屋港の管制が連携し、船舶の動静に応じ

た待機時間のない管制への検討 
－   ○ 

エスコートボート配備基準の緩和 －   ○ 

（１）伊良湖水道及び名古屋港

内の航行管制 

伊良湖水道及び名古屋港内の航行

管制のあり方とその整合性 

管制手続き事務 
海上保安庁では、伊良湖水道の巨大船通航予定情報につい

て、鳥羽海上保安庁からインターネットによる情報提供を開始 
  ○ 

コンテナターミナルの24 時間フルオープン －   ○ 

コンテナターミナルのゲートオープン時間の見直し 
昼休みのゲートオープンについて、飛島南及びＮＣＢコンテナタ

ーミナルでトライアルを実施、継続が決定 
   

①コンテナターミナルの 24 時間フル

オープンが制度化されていないこと 

日曜荷役 中央労使協定により、恒久的に実施決定    

（２）ターミナルの効率的使用 

②コンテナ荷役体制のあり方 
競争力確保のため、港湾運送事業の共同化、協業化への

取組みについて 
－   ○ 

海外ポートセールス 
東南アジアへ実務者によるマーケティング型ポートセールスを実

施 
   

国内ポートセールス 利用が少ない大手荷主を対象に施設見学会実施    （３）港湾振興策 
効果的な国内外へのポートセールス

のあり方 

各種助成 
ボリュームディスカウント制度として 6 万総トン数以上の船舶に係

る入港料・係留施設使用料を一律5％減免等 
   

グ
ロ
ー
バ
ル
ス
タ
ン
ダ
ー
ド
の
港
湾
サ
ー
ビ
ス
の
提
供 

（４）各種規制 
競争原理を促す視点からの、諸規制

及び慣行の見直し 
港湾荷役作業における休憩時間等のあり方 －   ○ 

関税法上の手続き 大型Ｘ線検査装置の導入により時間短縮    
①輸入貨物の引取り時間 輸入コンテナの引取り時間の短縮 

コンテナターミナル内で

の作業 

ＮＵＴＳにより、ディスパッチオーダーの発行業務をインタ－ネット

で行うＮＵＴＳ－Ｗｅｂシステムを導入 
   

関係官庁への提出書類（申請・届出）の削減と様式の統一化 － ○   

（１）港湾諸手続き 

（入出港手続き等） 

②各関係官庁への提出書類の統一

化・簡素化・ペーパーレス化 
ＥＤＩ化の推進によるペーパーレス化 

港湾ＥＤＩＳｅａ－ＮＡＣＣＳに続き名古屋港管理組合で独自の陸

上ＥＤＩを開発 
○  ○ 

関係官庁のＥＤＩの導入とネットワーク化によるワンストップサ

ービスの実現により、手続きの簡素化・効率化の推進 
港湾ＥＤＩとＳｅａ－ＮＡＣＣＳを接続  ○ ○ 

港
湾
情
報
通
信
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築 

 

諸 

手 

続 

き 

の 

簡 

素 

化 

・ 

（２）港湾情報通信ネットワーク 
港湾関係機関の情報システムのネッ

トワーク化 
関係官庁と企業間ネットワークとの接続 －   ○ 

＊「名古屋港の国際競争力の確保及び使いやすい港づくりを目指して 平成 13 年度報告書」（21 世紀の名古屋港づくり協議会）より作成 

別 紙 

（ペーパーレス化） 
 

（名古屋港） （伊良湖水道） 

（名古屋港） （伊良湖水道） 

（ECD の休憩時 間） 

（入国管理局） （検疫所 等） 

（入国管理局）

（ワンストップ化） 



 

○ 港湾コスト関係 

項       目 内        容 平成 13 年度までの対応 平成 14 年度 平成 15 年度 中長期 

サービス面での対応で利用者の要望を満たす方法 
外洋航行能力のあるパイロットボートのリプレースを行い荒天時にも

対応 
   

（１）水先料 

名古屋港内の水先料を鍋田、飛島、金城等航行距離に応じた料金設定の実現可能性 －   ○ 
新規航路開設に対する入港料の減額制度の拡充 新規コンテナ航路開設に伴う第 1 船の入港料全額免除等    
日曜荷役船に対する入港料の減額制度の新設 日曜荷役のために入港した外航コンテナ船の入港料全額免除    （２）入港料 

利用者の要望にあった減免、割引の

実現可能性 
ボリュームディスカウントによる減額制度の新設 4 万ト総トン以上のすべての大型船の入港料の 5％減免    

新規航路開設に対する公共岸壁使用料の減額制度の拡充 
新規コンテナ航路開設に伴う第 1 船の公共岸壁使用料の全額免除

制度拡大等 
   

日曜荷役船に対する公共岸壁使用料の減額制度の新設 
日曜荷役のために入港した外航コンテナ船の岸壁使用料の30％減

免 
   

荷役日前日入港船に対する減免措置 
荷役日 2 日前から荷役日前日までの入港船の荷役日当日午前 8 時

までの公共岸壁使用料の全額免除等 
   

船舶ていけい場使用料の段階的廃止 船舶ていけい場使用料の段階的割引 ○   
ボリュームディスカウントによる減額制度の新設 4 万ト総トン以上のすべての大型船の係留施設使用料の5％減免    
荷役機械使用料の単位の細分化（30 分制） 荷役機械使用料の単位の細分化（30 分制）実施    
電気施設使用料の単位の細分化（12 時間制） 電気施設使用料の単位の細分化（12 時間制）実施    
料金収納手続きの簡素化 ― ○   

（３）港湾施設使用料 
競争力ある料金体系の設定（軽減、

廃止、単位の変更）の実現可能性 

国等への支援要請 ―   ○ 
船舶給水に対して安価な水道料金の適用の実現可能性 ―   ○ （４）船舶給水料・綱取放料 

エスコートボート使用料 綱取放料・エスコートボート使用料の低減化の実現可能性 ―   ○ 
（５）とん税・特別とん税    納付事務の軽減化に資するため、銀行振込等の納付方法の実現可能性 Ｓｅａ―ＮＡＣＣＳ利用者に口座振替の方法が選択可能    

休日・夜間割増料金の廃止または単価の軽減若しくは適用時間帯の短縮等競争力のある料金設定の

実現可能性 

国
際
競
争
力
の
あ
る
港
湾
諸
料
金
の
体
系
（
ト
ー
タ
ル
コ
ス
ト
の
削
減
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（６）荷役料 

港湾コスト低減に資するため、作業の協業化、共同化等の実現について 

―   ○ 

コンテナ関連施設の配置・使用のあ

り方 

横持ち費用の発生を防止できる施設の高度利用、相互利用

等の実現可能性 

飛島ふ頭南側の大水深国際海上コンテナターミナルを平成１７年度

完成を目途に、岸壁、泊地、東航路等の整備に着手等 
  ○ 

管理者の異なるコンテナターミナル

の有機的な活用のあり方 

利用船舶の流動性、波動性に対応できる飛島ふ頭 NCB、公

共各ターミナルの施設の相互利用等有機的な活用の実現可

能性 

―   ○ 

海側、陸側のバランスのとれた在来貨物取扱施設の整備、運

用の実現可能性 

弥富ふ頭南側において、在来船用バースとして延長 270ｍ水深 12ｍ

の岸壁が供用開始され､飛島地区における在来貨物を取扱う施設が

充実 

  ○ 取扱貨物によっては、港湾施設が十

分でないこと 
貨物量の増加、港の活性化促進の実現可能性 ―   ○ 

（１）横持ち費用、港湾関連

施設の配置・使用 

効率的な空コンテナ物流について ― ○  ○ 
背後圏へのアクセス道路の更なる整備や臨港道路の充実 

東・西航路の拡幅、増深等更なる航路整備及び規制緩和 

遊休地のコンテナ施設への活用 

伊勢湾岸道路の名古屋南～湾岸弥富インター間において圧縮天然

ガスを使用するトラックを対象に実験的に国等が通行料を補助 
  ○ 

港頭地区における企業の立地条件の緩和 ―   ○ 

岸壁等港湾施設の休日等の利用促進 
旅客船の乗降日を荷役日とみなすことで旅客船を荷役日前日入港

船の減免対象に追加 
   

社

会

資

本

の

有

効

活

用

 

港

湾

施

設

の

効

率

的

配

置

・

 

（２）社会資本の有効活用 
地域経済的視点から港湾施設（土地

を含む）の活用のあり方 

低廉かつ効率的なコンテナターミナルの整備促進 
新方式により整備された鍋田ふ頭第2 バースが供用開始し第1 バー

スと合わせて一体的利用が可能 
  ○ 

＊「名古屋港の国際競争力の確保及び使いやすい港づくりを目指して 平成 13 年度報告書」（21 世紀の名古屋港づくり協議会）より作成 
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別紙（特定事業番号：702） 

 

 
 

 

702 税関の執務時間外における通関体制の整備による貿易の促進事業 

 

 

 
 

 

名古屋港を活用する通関業者 

 

 

 
 

 

構造改革特別区域計画認定後 
 

 

 

 

 
名古屋港では、ものづくり産業の競争力強化のために、物流機能の高度化を名古屋

港全域で取り組んでいる。 

この地域のものづくりに関する主なモノの動きとしては、海上輸送で輸入された原

材料を名古屋港東・南部地区に立地する基礎素材型産業やエネルギー産業において１

次加工し、これらを陸上輸送して内陸部のものづくり産業で製品化し、再び、この製

品を名古屋港西部地区まで陸上輸送した後､海上輸送により海外へ輸出するといった

形態である。 

また、輸出完成自動車のように、内陸部から輸送されて金城ふ頭などの公共バース

や新宝ふ頭の民間バースから輸出される場合も多い。 

このように、名古屋港の背後圏に集積している自動車産業などのものづくり産業は、

原材料の輸入から製品の輸出まで、名古屋港を利用して世界各地と活発な貿易を行っ

ている。こうした企業が、最適調達、最適生産、最適販売を実現するため、サプライ・

チェーン・マネジメントの構成要員として、名古屋港の物流機能を効率的に利用する

ことが、地域産業の国際競争力の維持・向上につながる。 

このため、名古屋港においては、名古屋港の物流機能が集積する西部地区のみなら

ず、民間の専用バースが集積する東・南部地区も対象として、全域において港湾の

４ 特定事業の内容 

１ 特定事業の名称 

２ 当該規制の特例措置の適用を受けようとする者 

３ 当該特区の特例措置の適用の開始の日 
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24 時間化を始めとした海上輸送と陸上輸送の結節点としての物流機能の高度化を進

めている。 

名古屋港では、平成 11 年度より「２１世紀の名古屋港づくり協議会」（事務局 名

古屋商工会議所）を設置し、名古屋港の国際競争力の確保及び使いやすい港づくりを

目指し地域産業の活性化のための検討を、官民が一体となって地域をあげて取り組ん

でいる。本協議会においては、港湾コストの削減と港湾サービス向上のための施策を

アクションプログラムとしてとりまとめ、その実現に向けた対応と進捗状況等の整理

を行っている。 

こうした取組みの結果、コンテナターミナルの効率的な運営や入港料等の削減が実

現し、名古屋港の使いやすい港づくりが着実に進展している。 

例えば、本協議会で要請のあった水先料金の見直しが、全国的な規制緩和の対象と

なり、平成 15 年度から名古屋港においても実施されることとなった。また、コンテ

ナターミナルゲートの 24 時間フルオープン化に向けては、実証実験についての検討

が関係者で行われており、6～7 月の実証実験の結果を受けて本格実施に向けた検討

を行う予定である。 

 

物流高度化に向けたこうした地元の努力と合わせて、貿易業務の一環を担っている

国の通関・検疫業務に関わる規制緩和は、港湾の 24 時間化に向けて不可欠な条件で

ある。 

例えば、コンテナターミナルゲートのフルオープン化の本格実施においては、同時

に通関・検疫業務を担う職員の配置と、荷主等に負担とならない低廉な時間外手数料

等の料金体系が必要であり、特定事業の実施によって、コンテナターミナルにおける

実質的な 24 時間化が実現する。 

また、緊急性を要する原材料の輸入や完成自動車の輸出等において、コンテナター

ミナル以外の名古屋港の物流機能のフレキシブルな対応が求められている。 

このため、名古屋港の国際競争力の確保と地域産業の活性化につながる物流の効率

化に向けて、港湾のコスト削減と 24 時間化を実現し、荷主企業のサプライ・チェー

ン・マネジメントに対応した港湾サービスが提供できるよう、名古屋港全域において

特定事業を実施する。 

 
 
 

 

 

職員の常駐を希望する日及び時間帯は、次のとおりである。 

 

【職員の常駐を希望する日及び時間帯】 

・ 平日 17 時から 21 時まで 

・ 土曜日、日曜日、祝日 8 時半から 17 時まで 

５ 当該規制の特例措置の内容 
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■理由 

名古屋港における過去３年の臨時開庁承認の実績を以下に示す。 
 

名古屋港の臨時開庁承認の過去３年の実績 

 Ｈ12 Ｈ13 Ｈ14 

本  関 73 96 116 

稲永出張所 251 213 227 

金城埠頭出張所 949 907 440 

西部出張所 2,453 2,126 2,501 

南部出張所 102 79 103 

名古屋港全体 3,828 3,421 3,387 

（財務省関税局業務課調べ） 

 

過去の実績より、名古屋港においては、今後とも臨時開庁申請が確実に見込めると

判断できる。 

なお、稲永、金城、南部の各出張所の実績は少ないが、稲永については衣料関係、

金城埠頭については自動車関係、南部については石炭等の原材料及び自動車関係の貨

物において臨時開庁申請がされており、今後とも継続的に、必要に応じて申請を行っ

ていく旨、事業者から要望がある。 

このため、税関の執務時間外における通関体制の整備の特定事業については、名古

屋港全域を対象とする。 

 

平日の臨時開庁の時間帯については、次のような理由による。 

平成 14 年 10 月から実施されている「７ＤＡＹＳオープントライアル」のうち、2

月 14 日から 3月 13 日までの期間の臨時開庁申請について、港湾関係企業に対してア

ンケートを実施した結果は次表の通りである。 

 

臨時開庁申請実績（Ｈ15.2.14～Ｈ15.3.13） 

平日時間帯 申請件数 
土日祝日 

申請件数 

17～18 時 １３ 

18～19 時 ７ 

19～20 時 ５ 

20～21 時 １１ 

21～22 時 ２１ 

 

合  計 ５７ ９４ 
＊ ：大手通関業者4 社にアンケート 

＊ ：期間中、平日20 日、土日8 日 
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本結果より、平日においては17時以降21時の間で申請実績が認められる。さらに、

主な荷主企業及び通関業者に別途ヒアリングを実施した結果、通常 20 時までは業務

を行っており、需要に応じ延長して対応している実態があることから、21 時までの

開庁とする。 

なお、アンケート結果の 21 時から 22 時の申請分については、アンケート先に問い

合わせたところ、調査期間における特例であるとのことである。 

一方、名古屋港運協会の会員 37 社に対して行った「コンテナターミナルゲート 24

時間フルオープン化に関するアンケート調査」によると、コンテナの時間外ゲート搬

出入の潜在需要は、輸出入ともに 17 時～21 時において多くの要望がある。通関検査

時間とゲート搬出入要望時間は必ずしも一致するものではないが、いずれも時間外の

対応のなかで緊急性を追求する観点から、ゲート搬出入要望時間と通関検査時間につ

いては概ね一致すると想定できることから、開庁時間を 21 時までとする。 

 

土日については、アンケート結果より 1 日当り 10 件程度の申請が認められる。背

後圏のものづくり産業を支える工場等は、土曜、祝日も平日と同様に稼動しているこ

とから、海外との物流サービスが滞ることのないよう、午前 8時半から 17 時までの

開庁とする。 

 

現在日曜日は、企業、工場等が休みの関係から名古屋港のみならず全国的に実績が

少ないが、名古屋港では平成 12 年 1 月より、日曜日入港の外航コンテナ船について、

入港料の全額免除、岸壁使用料の 30％減額を実施しており、港湾管理者としても日

曜荷役促進に努めている。 

また、ターミナル内の荷役については、港運各社によりコンテナ船の積み卸し作業

体制が整っているのはもちろんのこと、検査ヤードへの搬入やコンテナの積み替えな

ど、ターミナル内荷役作業は本船入港に合わせて日曜日にも実施しているところであ

る。 

 

港湾の 24 時間、365 日化の実現は、日本の港湾の国際競争力の確保のみならず、我

が国産業の競争力を強化するためにも早期に実現すべき大きな課題である。 

名古屋港においても、国際展開を進める背後地企業のサプライ・チェーン・マネジ

メントの構築を支援することや、生鮮食料品など緊急を要する品物の円滑な流通を確

保するため、積極的な対応を図るべきであると考えている。 

さらに、名古屋港は、東西主要港との間で中間港的性格を有していることから、船

会社の利便性を最優先に考えた場合、東西両港のスケジュールに合わせ、日曜日も含

めた柔軟な体制も整える必要がある。 

日本における高コスト構造の是正のため、最適物流体制、最適生産体制の実現を目

指し、地域全体のシステムを日曜稼動体制にするには多少の時間がかかるものと考え

られるが、港湾システムの日曜体制構築によって企業の日曜稼動体制構築を誘導する
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こととなり、地域全体の構造改革の進展により今後は日曜日の通関も増加するものと

考える。（荷主企業ヒアリングより） 

こうしたことから港湾管理者としては、今後も、日曜日をはじめとした 24 時間、

365 日フルオープン化の実現に向けて、前述の「２１世紀の名古屋港づくり協議会」

（事務局 名古屋商工会議所）での継続的検討とそのフォローアップ等に積極的に関

与していくとともに、利用者の意向把握や関係者との調整を図るなど、その体制整備

を着実に進め、需要の拡大に向けて努力を進めていくものである。 

なお、日曜日の開庁については、午前 8 時半から 17 時までの開庁としているが、

需要の実態を把握したうえで詳細について財務省と別途調整することとしたい。 

 

 


